
主要施策名：（１）学校教育の充実

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

（６）教育環境の整備 216-1 奨学金事業 教育総務課

212-1 各種相談事業 教育総務課

212-2 外国語指導事業 教育総務課

212-3 特別支援教育総合推進事業 教育総務課

（６）教育環境の整備 216-2 学校規模適正化事業（玉陵中学校区） 教育総務課

212-4 小中一貫教育推進事業 教育総務課

210-4 教育振興基本計画事業 教育総務課

210-5 教育委員会外部評価事業 教育総務課

216-3 学校規模適正化事業（天水中学校区） 教育総務課

216-5 理科教育設備整備事業 教育総務課

（３）地域とともにある
学校づくり

213-1 教育センター事業 教育総務課

212-6 玉名中央学校給食センター事業 教育総務課

212-7 岱明学校給食センター事業 教育総務課

212-8 天水学校給食センター事業 教育総務課

212-10 小学校図書整備事業 教育総務課

（３）地域とともにある
学校づくり

213-2 小学校評議員事業 教育総務課

（６）教育環境の整備 216-9 小学校就学援助事業 教育総務課

212-11 小学校特色ある学校づくり事業 教育総務課

212-12 ３５人学級編制事業 教育総務課

（６）教育環境の整備 216-10 小学校施設改修事業 教育総務課

（３）地域とともにある
学校づくり

213-3 中学校評議員事業 教育総務課

212-13 中学校図書整備事業 教育総務課

212-14 適応指導員活用事業 教育総務課

事務事業本数：26

（２）社会を生き抜く
力を養成する教育の
推進

（２）社会を生き抜く
力を養成する教育の
推進

（６）教育環境の整備

（２）社会を生き抜く
力を養成する教育の
推進

（２）社会を生き抜く
力を養成する教育の
推進

②人と文化を育
む地域づくり

（１）学校教育の
充実

（２）社会を生き抜く
力を養成する教育の
推進
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基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

（６）教育環境の整備 216-14 中学校就学援助事業 教育総務課

（２）社会を生き抜く
力を養成する教育の
推進

212-15 中学校特色ある学校づくり事業 教育総務課

（６）教育環境の整備 216-15 中学校施設改修事業 教育総務課

②人と文化を育
む地域づくり

（１）学校教育の
充実
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 2 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 奨学金事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 松下　洋也

事務事業コード 216-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （６）教育環境の整備

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市奨学基金条例、玉名市教育振興基金条例等 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

平成22年度から「熊本県奨学のための給付金制度」「高等学校就学支援金制度」の創設に伴い高等学校就学の負担
は軽減されているが、長引く社会経済の不況と大学等の授業料の増加により、家計における就学に伴う負担は大きく
なっている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

経済的理由による就学困難な高校生、専門学校生、短大生、大学生等

意図
（どのような状態にしたいか）

奨学金を給付又は貸与して就学資金の負担の軽減を図り、学生が経済的に安心して就学できる環境作りを目指す。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 奨学金給付

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・育英奨学生の募集・選考を行い、採用者に育英奨学金を給付する。
高校生 15,000円/月
・奨学生の募集・選考を行い、採用者に奨学金を貸与する。また、奨学
金の貸与が終了した者については、返還事務を行う。
高校生 15,000円/月  大学生　30,000円/月

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 育英奨学金事業

② 奨学金事業

③ 玉名市奨学金管理システム運用事業 

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 1,802 4,963 2,383 2,564 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,988 5,137 2,564 2,750 0

一般財源 186 174 181 186

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.40 0.31 0.36 0.35

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 4,346 6,835 4,535 4,674

小　　　　計 2,358 1,698 1,971 1,924

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

■ □ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

育英奨学金事業
育英奨学生を募集・選考し、育英
奨学金を給付する。

１年間に育英奨学金の給付を受け
た学生の人数 人 10 12 11 12

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

9 6 6

玉名市奨学金管理システ
ム運用事業

奨学金の貸付・返還・滞納者の管理業務を一
元管理するシステムを導入し事業の運用を行
う。

運用打合せ回数 回 12 12 12 12

奨学金事業
奨学生を募集・選考し、奨学金
を貸与する。

１年間に奨学金の貸与を
受けた学生の人数

人 9

4,674

対象１単位あたりのコスト（千円） 229 325 267 275

R03年度予算

対象（ 育英奨学金事業・奨学金事業の受給者数 19 21 17 17

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 4,346 6,835 4,535

97.03% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 70.28% （↓） 122.01% （↑）

50 50 50

27 45 29
1 新規育英奨学生採用率

育英奨学生の新規採用者数が応募者
数に占める割合

％
50

90 90 90

100 100 66
2 新規奨学生採用率

奨学生の新規採用者数が応募者数に
占める割合

％
90

＊成果未達成時の理由
育英奨学生については例年の約2倍程度の応募者数があり、採用者を1名増やして対応したが、採用率は低い水準となった。
奨学生については、3人の申請者の内1名が所得水準を超過し、不採用となったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

経済的に困窮している世帯の学生に対する補助のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナウイルス感染症の影響により、奨学生の応募が倍増したため、採用者を１名増やした。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

長引く社会経済の低迷により、就学等教育費用が家計にもたらす経済的負担は重い。したがって、将来的な人材育成につな
がる教育支援は重要な施策であり、給付型育英奨学金制度及び貸与型市奨学金制度の効果は大きいため、継続して事業を
行う必要性がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

新型コロナウイルス感染症対策による社会経済の低迷により、奨学金事業の必要性が増している。現
下の厳しい経済情勢の中、貸与型の希望者よりも給付型の希望者が増加傾向にあることなどを勘案す
ると、本市が給付型の奨学金事業を拡充していく必要性は高いと考えている。そのため、今後も教育振
興基金を取り崩していく。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 2 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 各種相談事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 松本　あけみ

事務事業コード 212-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （２）社会を生き抜く力を養成する教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 市就学指導委員会規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

不登校児童・生徒の数は、年々微増傾向にあり、いじめ等の様々な問題も発生し、その解決にも努力しているが、学
校と連携し問題解決に取り組むことが求められている。
また、特別支援を要する児童・生徒の程度等について、調査・審議するとともに教育相談を行うことも望まれている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

不登校などの悩みを抱える児童・生徒及びその保護者、学校職員

意図
（どのような状態にしたいか）

学校生活における様々な相談を受け、問題の解消を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・いじめ問題や不登校対策を対象とした各種の相談事業を実施する。
・学習相談、生活相談、進路・就職相談などを行う。
・学校職員の長時間勤務に伴う面接指導を行う。
・市学校人権同和教育研究会で、人権同和に関して調査や研究を行
う。
・対策委員会や連絡協議会で、いじめ防止対策に関して協議する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　7　）本

① 教育相談員業務

② 学校職員の面接指導業務

③ 玉名管内学校結核対策委員会業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 3,758 4,037 1,228 2,758 0

一般財源 3,758 4,037 1,228 2,758

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.41 0.14 0.28 0.28

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 2,928 2,928

0.58 0.58

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 6,175 4,804 3,892 5,441

小　　　　計 2,417 767 2,664 2,683

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

教育相談員業務
不登校の児童生徒を解消するた
め、相談業務を行う。

教育相談回数 回 1036 714 800 800

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

0 0 0

玉名管内学校結核対策委
員会業務

結核の恐れのある者を把握す
る。

結核対策委員会開催
回数

回 1 1 1 1

学校職員の面接指導業務
長時間勤務による健康障害を防止
する面接指導する。

面接指導回数 回 0

5,441

対象１単位あたりのコスト（千円） 6 7 5 7

R03年度予算

対象（ 教育相談回数 1036 714 800 800

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 6,175 4,804 3,892

71.53% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 88.59% （↓） 138.30% （↑）

5 6 25

3 6 33
1 不登校解消児童・生徒数 不登校児童及び生徒の解消数 人

3

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

学校内部事業のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

教育相談員2名で教育相談を受けやすい体制を整え、積極的な声かけ・アプローチを行った。
不登校児童生徒に対し個に応じたきめ細かな相談業務が実施できている。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

相談員2名体制で教育相談を受けやすい体制を整え、本人・保護者・学校と積極的に連携をとり働きかけを行い更に効果を高
めていく。
より効果的・効率的な相談業務ができるよう相談員のスキルアップを図る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

特に緊急を要する児童生徒への対応については、慎重かつ適切な教育相談を実施するとともに、当課
や在籍校はもとより、必要な関係諸機関との連絡連携を密にする。
また、児童生徒等が気軽にできる新たな相談活動も検討していく。

評価責任者

小山聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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【20】
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【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

□

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 2 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 外国語指導事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 松下　洋也

事務事業コード 212-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （２）社会を生き抜く力を養成する教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

小中学校で英語を教えたり、地域における国際交流に参加し、交流を深めることで、外国語教育が充実し諸外国の異
文化を理解でき、国際化の促進に資することが期待される。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

児童、生徒、ALT

意図
（どのような状態にしたいか）

児童・生徒が自然な英語に触れる機会が十分にあり、コミュニケーション能力や語学力を高める機会が均等に与えら
れること。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・外国語指導助手(ALT)を各小中学校へ派遣し、英語の授業や交流を
図る。
・外国青年招致事業の実施・運営等のため自治体国際化協会へ負担
金を支出する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 外国語指導事業

② 自治体国際化事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 1,700 2,020 1,550 1,900 7,050

受益者負担 0 0 0 0

97,636

小　　　　計 30,859 35,649 4,487 8,270 104,686

一般財源 29,159 33,629 2,937 6,370

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.46 0.57 0.52 0.35

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 29,584

3.71 5.21

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 33,571 38,770 14,570 20,473

小　　　　計 2,712 3,121 10,083 12,203

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

外国語指導事業 小中学校へALTを派遣する。 派遣延べ日数 日 1083 1183 817 924

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

7 7 7自治体国際化事業
負担金を支出し外国青年招集事業によりALT
を受け入れる。 ALTの人数 人 6

20,473

対象１単位あたりのコスト（千円） 7 8 3 4

R03年度予算

対象（ 児童、生徒 5024 4997 4976 4997

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 33,571 38,770 14,570

71.47% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 86.12% （↓） 264.98% （↑）

11 13 6

11 13 3
1 ALTによる授業時数（小学校）

児童1人が1年間にALTから授業を受け
た平均授業時数

時限
11

53 48 47

56 48 47
2 ALTによる授業時数（中学校）

生徒1人が1年間にALTから授業を受け
た平均授業時数

時限
53

＊成果未達成時の理由
コロナウイルスの影響で、令和2年度に依頼していたＡＬＴの来日が中止した。ＡＬＴの人数が7人から4人体制となり、中学校中心に
派遣を縮小しなければならなかった。よって、中学校の実績が目標と同程度であることに対し、小学校は目標を大きく下回ることと

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

教育機会均等のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和2年度のＡＬＴ来日が中止となったことから、当初予定していた運営ができなかった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

グローバル化に伴い子どもたちの英語力を向上するには、「聞く」「話す」「読む」「書く」といった4技能の習得が必要であり、日
頃の学習活動の中でネイティブスピーカーとして指導できるALTの活用は非常に有効である。令和２年度は当初の予定通りの
派遣ができなかったが、児童、生徒がＡＬＴと関わる時間を例年と同じ程度確保するため、引き続き事業を継続していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
生きた英語に数多く触れることで、英語を聞く・話すといった基礎的なコミュニケーション能力の向上に
は相応の成果が上がっていると考える。しかし、コロナ禍の中、ALTが来日できない状況が続いている
ため、事業中断の危機となっている。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 2 7

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 特別支援教育総合推進事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 森木　亮

事務事業コード 212-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （２）社会を生き抜く力を養成する教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 学校教育法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

小・中学校に在籍する特別に支援を要する児童・生徒は多数在籍しているにも関わらず、発達障害等のある子どもへ
の教育的支援は、いまだ十分とは言えない。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

発達障害等がある児童・生徒、学校職員

意図
（どのような状態にしたいか）

特別支援教育コーディネーターによる就学指導・就学相談、外部専門家による巡回指導などの実施によって、自立と
社会参加に向けた指導・支援の充実・改善を図り、特別支援教育の充実に資する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・各中学校区に1名ずつの特別支援教育コーディネーターを配置し、発
達障害などがある児童・生徒への就学指導・就学相談を行う。
・県立荒尾支援学校から派遣される1名の外部専門家により学校職員
への巡回指導などを行う。
・特別支援連携協議会にて特別支援教育の推進について協議する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 小学校特別支援教育支援員等配置事業

② 中学校特別支援教育支援員配置事業

③ 教育支援委員業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,371 898 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 74,732 77,991 142 161 0

一般財源 73,361 77,093 142 161

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.35 0.55 0.57 0.57

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

37.00 37.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 76,796 81,003 75,413 76,295

小　　　　計 2,064 3,012 75,271 76,134

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

小学校特別支援教育支援
員等配置事業

特別支援コーディネーターや外部専門家にて
就学指導等を行う。 指導回数 回 10 9 10 10

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

10 12 10

教育支援委員業務 教育支援委員会を開催する。 開催回数 回 2 2 1 2

中学校特別支援教育支援
員配置事業

特別支援コーディネーターや外部専門家にて
就学指導等を行う。 開催回数 回 13

76,295

対象１単位あたりのコスト（千円） 3,072 3,240 3,017 3,052

R03年度予算

対象（ 年間教育支援委員会及び巡回相談回数 25 25 25 25

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 76,796 81,003 75,413

98.84% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 94.81% （↓） 107.41% （↑）

2.7 3.1 3.4

2.7 3.1 3.4
1 特別支援学級在籍者数割合

特別支援学級に在籍する児童生徒数÷児童生徒数
（割合を下げる） %

2.31

2

＊成果未達成時の理由 特別な支援を要する児童・生徒が増加している。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特別な支援を要する児童及び就学前の子どもに対して、特別支援学級や特別支援学校への入学について保護者の意向をく
み取りながら専門職やコーディネーターと連携して情報共有し個にあった支援が行えるよう支援した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

特別な支援を必要とする児童に対して、関係機関と連携し、今後の自立に向けて個にあった支援を行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

今後益々特別支援教育の必要性が増すことが考えられる。特別支援教育コーディネーターによる就学
指導・就学相談、また外部専門家による巡回指導などを継続して実施し、自立と社会参加に向けた指
導及び支援の充実・改善を継続していく必要がある。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 2 9

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 学校規模適正化事業（玉陵中学校区）
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 大礒 麻香

事務事業コード 216-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （６）教育環境の整備

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市附属機関の設置等に関する条例、玉名市新しい学校づくり委員会の組織及び運営に関する規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 学校規模・配置適正化基本計画、玉名市学校施設長寿命化計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

少子化により児童・生徒数が減少し、学校規模の小規模化が顕著になってきており、教育機会の均等や子どもにとっ
て望ましい教育環境の創出が必要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

玉陵中学校区内の児童、生徒

意図
（どのような状態にしたいか）

小学校は35人以下の2学級～3学級、中学校は40人以下で3学級以上の学校規模の適正化を図り、子どもにとってより良い教育環境を創出する。
跡地については、地域の活性化や地域雇用の場となるよう、民間事業者によるまずは建物を含めた跡地活用を目指す。
（建物を含めた活用が見込めない場合は、解体を検討する）

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H24 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

玉陵中学校区においては、新しい学校づくり委員会を組織し、学校再
編に必要な諸事項を決定しながら6小学校を1小学校に再編を行い、平
成30年4月には「玉陵小学校」として開校した。また、開校後は、閉校し
た6小学校のうち2校が残っており、学校跡地を有効活用する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 学校再編後の跡地整理事業

② 地籍整理事業

③

66,200 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 79,621 29,891 3,491 919 0

一般財源 13,421 29,891 3,491 919

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.67 0.74 0.90 0.90

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.50 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 83,571 33,943 9,394 5,866

小　　　　計 3,950 4,052 5,903 4,947

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

学校再編後の跡地整理事
業

閉校した6小学校の学校跡地活用を図るため、
公募型プロポーザルを実施する。

公募型プロポーザル実
施回数

回 1 2 2 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

0 1 0地籍整理事業 旧小学校跡地の地籍整理 里道等の解消 回 0

5,866

対象１単位あたりのコスト（千円） 195 77 20 13

R03年度予算

対象（ 児童・生徒数 429 438 461 458

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 83,571 33,943 9,394

159.10% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 251.38% （↑） 380.30% （↑）

1 1 1

1 1 1
1 適正配置基準適合学校数

1小学校当たりの学級数が「12～18学
級」の学校数

校
1

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

旧小田小については、令和2年7月に売買契約を締結した。
旧月瀬小と旧梅林小において、公募型プロポーザルを実施。旧月瀬小は契約候補者が決まらず、旧梅林小は契約候補者は
決定したが相手先から辞退があった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

玉陵中校区の旧月瀬小と旧梅林小について、活用の方法について検討していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

玉陵中校区6小学校が統合した玉陵小学校が開校し、市内小学校において一番の懸案であった地域の複式学級を解消できた。また、小
中学校一体校となることで中１ギャップ等の事案もなくスムーズに生活や学習に入ることができた。廃校となった旧玉名小学校を除く5小学
校について、公共施設としての利用が1校、民間事業者による跡地利用が2校と決定したが、残りの2校については継続的に民間事業によ
る活用を推進していく。

評価責任者

小山 聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

■ □ ：

□

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 2 10

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 小中一貫教育推進事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 稲田　琴奈

事務事業コード 212-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （２）社会を生き抜く力を養成する教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市小中一貫教育推進計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

不登校や問題行動の増加といった「中1ギャップ」の傾向が全国的に見られ、本市でも指導の枠組みでの段差や、小・
中学校の指導の在り方、学習の進め方の変化に対する児童生徒の戸惑い等、様々な段階を滑らかにするための施
策を講じる必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

玉名市内の市立小中学校の児童・生徒

意図
（どのような状態にしたいか）

義務教育の9年間を見通した一貫性のある学習指導や生徒指導を行うことで、子どもたちのより豊かな人間性や社会
性の育成と学力の向上を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ24 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・平成26年度から全中学校区単位で共通の「目指す子ども像」を定め、
「共通実践事項」知・徳・体をそれぞれに決め、学習指導や生徒指導を
行う小中一貫教育を推進する。
・研究指定校において、特色ある教育課程「玉名学」、「エンジョイ・イン
グリッシュ」を実践研究した。玉名学は平成28年度から全小中学校で、
「エンジョイ・イングリッシュ」は平成27年度から全小学校に導入し、継
続して取り組んでいく。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 小中一貫教育推進事業

② エンジョイ・イングリッシュ推進事業

③ 玉名学推進事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 11,331 3,032 40 441 0

一般財源 11,331 3,032 40 441

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.51 0.60 0.39 0.39

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 4,883 2,119

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 14,338 6,318 2,176 2,585

小　　　　計 3,007 3,286 2,136 2,144

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

小中一貫教育推進事業
中学校区単位の小中一貫教育全
体構想の推進・検証を行う。

コーディネーター会議及
び研修回数

回 3 3 0 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

850 485 850

玉名学推進事業 玉名学の推進・検証を行う。
小学校第1学年から中学校第3学
年までの1クラスあたりの玉名学の
実施授業時数の合計

時間 605 605 470 470

エンジョイ・イングリッシュ推
進事業

エンジョイ・イングリッシュの推
進・検証を行う。

小学校第1学年から第6学年までの
1クラスあたりのエンジョイ・イング
リッシュの実施回数の合計

回 854

2,585

対象１単位あたりのコスト（千円） 3 1 0 1

R03年度予算

対象（ 玉名市内の市立小中学校の児童・生徒 5024 4997 4976 4924

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 14,338 6,318 2,176

83.30% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 225.72% （↑） 289.13% （↑）

86 86 86

86 ー 84
1

玉名学を通じて玉名に興味を持つように
なったと感じる児童の割合

小6児童を対象に実施したアンケート調
査結果

%
－

111.3 113.8 113.8

111.3 113.8 103.2
2

英語が好きと感じる生徒の割合(県指標を
100とし対比)

熊本県学力調査(中1、県指標を100とし
て比較)

%
95.1

＊成果未達成時の理由
コロナ禍の中、学校生活に不安を感じる児童・生徒がいたことが考えられる。その事が学習面においても少なからず影響したもの
と考える。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

教育機会均等のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

「エンジョイ・イングリッシュ」は、平成30年度に小学校全学年の教科の作成が終了し、全小学校で実施した。「玉名学」は、平成28年度から教育課程特例校として、全小
中学校で実施した。しかし、令和2年度の新学習指導要領の全面実施により各学校での時数確保が難しくなるため、実施内容・方法等について検討を行った。新型コロナ
の感染拡大に伴い休校等の措置が取られ、エンジョイ・イングリッシュの時数確保が課題となったが、各学校の実情に合わせた工夫ある取り組みが行われた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

「エンジョイ・イングリッシュ」は、平成27年度から市内全小学校で実施。「玉名学」については、研究指定校の研究内容を基
に、平成28年度から全小中学校で実施していたが、令和元年度をもって特例校を廃止にした。令和2年度の小学校新学習指
導要領の全面実施（中学校は令和3年度から）により各学校において総合的な学習の時間で、探究の内容を実施し、日本語と
礼節は各教科と領域関連させて取り組むこととする。各学校の実情に合わせた体験的な活動を取り入れたり、ICTを効果的に
活用したりして、子どもが主体的に取り組む内容を検討していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
本市が目指す、小中学校の9年間の義務教育期間の一貫した教育のさらなる推進が必要である。　今
後も、学習面はもちろんのこと、子どもたちの学校生活がより豊かなものになるよう、本市の教育の充
実に努めていく。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 2 12

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 教育振興基本計画事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 大礒 麻香

事務事業コード 210-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

□ 該当施策区分

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 教育基本法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

少子高齢化の進行に伴う生産年齢人口の減少、依然として厳しい経済情勢、グローバル化・情報化の進展など社会
情勢が急激に変化する中新たな教育課題があるため、家庭教育の充実、学校教育や社会教育、社会体育の充実を
図りながら、文化・芸能、芸術を振興していく必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

教育施策、事務事業

意図
（どのような状態にしたいか）

教育振興のため、教育施策の計画的な運営を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H21 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

教育基本法に定められた教育振興のための施策に関する基本的な計
画として、玉名市教育振興基本計画の策定を5年毎に行う。また、計画
の実現に向けて事業の進捗管理を実施し、次年度の事業設定につな
げ、計画の確実な進行と実現に努める。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 教育振興基本計画進捗管理事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 4,838 0 0 0

一般財源 0 4,838 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.11 0.38 0.08 0.08

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 649 6,919 438 440

小　　　　計 649 2,081 438 440

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】
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【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

教育振興基本計画進捗管
理事業

計画策定委員会を開催・運営
し、計画を策定する。

策定委員会の開催回数(5年毎に
開催予定) 回 0 3 *** ***

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

30 *** ***

外部評価委員会の事務事業の
評価

外部評価事業数 本 4 4 4 4

計画に設定した目標値等の進
捗を管理する。

進行管理（達成目標設
定）項目数

項目 30

440

対象１単位あたりのコスト（千円） 9 91 6 6

R03年度予算

対象（ 事務事業本数 76 76 76 76

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 649 6,919 438

99.55% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 9.38% （↓） 1579.68% （↑）

60 *** ***

60 53 ***
1 数値向上率

目標値設定項目数の内、目標値達成
及び向上項目数の割合

％
60

100 100 100

50 75 ***
2 外部評価改善等検討実施割合

要改善とされ検討した継続事業が評価
対象事業に占める割合

%
100

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和元年度策定の「第3期玉名市教育振興基本計画」(計画期間:令和2年度～令和6年度)において、今後5年間に取り組むべ
き施策を示した。計画の評価・点検について、教育委員会外部評価委員会の評価を活用して事業の見直しに活用した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

計画の評価・点検について、教育委員会外部評価委員会の評価を活用しながら事業の見直しを行い、計画の確実な推進と実
現に努める。
※事務事業の成果については、外部評価の結果を待って入力予定。(8月以降)

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
教育基本法に定められた教育振興のための施策に関する基本的な計画であることから、年度ごとの進
捗管理を実施し、PDCAサイクルによる適切な運用に努める必要がある。

評価責任者

小山 聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 2 13

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 教育委員会外部評価事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 東田　優子

事務事業コード 210-5 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

□ 該当施策区分

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 地方教育行政の組織及び運営に関する法律 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を
作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。
また、点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用が求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、教育行政

意図
（どのような状態にしたいか）

教育行政に関する事務事業の点検や評価により、必要とされる具体的な改善や見直しを行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H25 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

教育委員会内事業所管課において、市長部局の行政評価対象事業
（事務ふりかえり事業）から、課題がある若しくは評価を受けたい事業を
１事業以上選定し、評価対象事業として外部評価委員会による外部評
価を実施する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 教育委員会外部評価事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 54 54 0 60 0

一般財源 54 54 0 60

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.11 0.01 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 644 656 55 610

小　　　　計 590 602 55 550

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

教育委員会外部評価事業
外部評価委員会を開催し、事
務事業の評価を行う。

外部評価事業数 本 4 4 0 4

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

610

対象１単位あたりのコスト（千円） 161 164 0 153

R03年度予算

対象（ 外部評価事業数 4 4 0 4

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 644 656 55

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 98.17% （↓） 0.00% （－）

100 100 100

50 75 ー
1 評価対象事業改善割合

評価対象事業のうち改善を検討した事
業の割合

%
100

2

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染拡大により委員会による事務事業評価未実施のため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナウイルス感染拡大により委員会による事務事業の評価未実施。
なお、委員の選任や事業の改善・見直し等について検討を行ったが、結果として現状のまま実施していくこととなった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

外部評価委員の選定について検討を行い、第三者からの客観的な点検・評価により、今後も教育委員会の事業の改善・見直
しを行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
教育施策は即時的な効果が見えにくいという特質があり、一度の評価結果のみでの判断ではなく長期
的展望に立って反映させることが大切である。そのためにも外部評価の必要性がでてくる。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 2 14

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 学校規模適正化事業（天水中学校区）
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 大礒 麻香

事務事業コード 216-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （６）教育環境の整備

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市附属機関の設置に関する条例、玉名市新しい学校づくり委員会の組織及び運営に関する規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 学校規模・配置適正化基本計画、玉名市学校施設長寿命化計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

少子化により児童・生徒数が減少し、学校規模の小規模化が顕著になってきており、教育機会の均等や子どもにとっ
て望ましい教育環境の創出が必要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

天水中学校区内の児童、生徒

意図
（どのような状態にしたいか）

小学校は35人以下の2学級～3学級、中学校は40人以下で3学級以上の学校規模の適正化を図り、子どもにとってよ
り良い教育環境を創出する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H27 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
学校規模・配置適正化計画に基づき、天水中学校区内の３小学校を１
小学校に再編を行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 跡地整理事業

② 新しい学校づくり委員会事業（天水中学校区）

③ 小天東小学校隣接道路境界確定等業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 266 2,125 7,233 2,215 0

一般財源 266 2,125 7,233 2,215

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.58 1.41 1.10 1.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.22 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 3,686 9,846 13,686 8,262

小　　　　計 3,420 7,721 6,453 6,047

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

跡地整理事業
閉校した小学校跡地の活用を図るため、公募
型プロポーザルを実施する。

公募型プロポーザル実
施回数

回 0 0 0 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

11 4 3

小天東小学校隣接道路境
界確定等業務

小天東小学校の確定測量を実
施する。

実施回数 回 0 0 1 0

新しい学校づくり委員会事業
（天水中学校区）

住民や保護者が参加した委員
会を設置し開催する。

会議回数 回 7

8,262

対象１単位あたりのコスト（千円） 9 24 35 22

R03年度予算

対象（ 天水中学校区内の児童、生徒 412 405 392 368

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 3,686 9,846 13,686

155.51% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 36.80% （↓） 69.63% （↓）

1 1 1

0 0 0
1 適正配置基準適合学校数

1小学校当たりの学級数が「12～18学
級」の学校数

校
1

2

＊成果未達成時の理由 学校規模適正化は、保護者、地域、学校と十分に協議を行い進めていく必要があるため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

天水中学校区の小学校の再編について、玉水小と小天小(旧小天東小含む)の新しい学校づくり委員会を開催し協議を行っ
た。協議の結果、「学校規模を考えた場合は統合が望ましい」という基本的な方向を踏まえて協議を継続することとなった。そ
の中で、学校の位置についての議論には至らず、委員会としての最終的な方向性については、まだ定まっていない。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

平成24年に策定した「玉名市学校規模・配置適正化基本計画」（第１次計画期間：令和3年度まで）の第2次再編計画の審議の
状況を見ながら協議を進める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
第一段階として、小天小学校と小天東小学校を統合した。玉水小学校を含む３小学校の学校再編につ
いても取り組んでいるところであるが、市全体の再編計画を見直す必要があるため、見直す内容を見
極めたうえで再度協議する必要がある。

評価責任者

小山 聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】
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【２５】

【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 2 19

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 理科教育設備整備事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 東田　優子

事務事業コード 216-5 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （６）教育環境の整備

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 理科教育振興法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

理科教育振興法に基づき、科学的な思考力・判断力・表現力の育成のためには、理科教育における観察・実験の充
実が不可欠であり、平成３２年度からの新学習指導要領に対応した観察・実験授業を実施する上で、市内小学校の
理科設備を、国が示す基準まで高めるため計画的な整備の必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市内小学校の児童、教職員

意図
（どのような状態にしたいか）

科学的な思考力・判断力・表現力を育成し、学習の質の向上及び学校教育の充実を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ31 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

理科教育振興法に基づき、新学習指導要領に対応した観察・実験授業
を実施するため、最低、小中学校において整備されているべき観察、
実験機器を、国が示す基準まで整備する。（補助率１/２） ⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 小学校理科設備整備事業

② 中学校理科設備整備事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 5,810 3,045 2,793 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 11,660 6,091 5,589 0

一般財源 0 5,850 3,046 2,796

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.16 0.18 0.15

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 0 12,536 7,077 6,414

小　　　　計 0 876 986 825

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

小学校理科設備整備事業 観察・実験機器の購入 設備整備件数 件 *** 293 107 79

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

91 98 37中学校理科設備整備事業 観察・実験機器の購入 設備整備件数 件 ***

6,414

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 597 337 305

R03年度予算

対象（ 整備対象小中学校数 0 21 21 21

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 0 12,536 7,077

110.34% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 177.14% （↑）

32.0 34.0 32.6

*** 31.3 30.9
1

理科教育設備の整備率
（小学校）

整備額/1校当たりの基準金額 %
***

35.0 33.0 34.9

*** 30.9 33.1
2

理科教育設備の整備率
（中学校）

整備額/1校当たりの基準金額 %
***

＊成果未達成時の理由
R2年度からの小学校における新学習指導要領へ対応するため、多くの自治体で国庫補助事業の計画があり、国の事業計画全体
が予算額を超過したことにより、当初の計画から16.7%の圧縮が実施されたため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担は馴染まないため。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新学習指導要領の実施に伴い、優先的に整備すべき設備の考え方を整理し、最重点設備及び重点設備を最優先で整備を
行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

新学習指導要領を踏まえ、基準金額及び各品目の必要数量の見直しが行われており、次年度も引き続き最重点設備及び重
点設備を中心に、国の補助事業を活用し計画的に整備を行っていく必要がある。また、標準的に必要と思われる性能に関す
る参考資料が新たに示されているため、各学校に対し児童生徒の実態に応じた指導を行う上で必要な性能について検討して
もらい、 過剰な整備にならないよう留意し整備を進めることが必要である。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
理科に関する教育を実施するための設備の整備事業を行うために、国の予算の範囲内でその経費の
一部を補助してもらい理科の教育の振興を図っている。備品の整備はまだ必要であり、今後とも事業
の継続が必要である。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 3 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 教育センター事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 松本　あけみ

事務事業コード 213-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

□ 該当施策区分 （３）地域とともにある学校づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 市教育センター条例、地方教育行政の組織及び運営に関する法律 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

教育基本法の主旨に則り、教育の機会均等、教育水準の維持向上及び地域の実情に応じた教育の振興を図る必要
がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

学校職員、児童・生徒

意図
（どのような状態にしたいか）

学校等と密接な連絡をとり、教職員の研修を支援し、教育現場に直結する教育問題の研究解明を図り、教育の振興
に寄与する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
学校職員によって運営委員会、生徒指導部会、学習指導部会、郷土学
習部会、情報教育部会を組織し、よりよい実践者になるための研究を
行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 教育センター事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 183 120 87 230 0

一般財源 183 120 87 230

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.60 0.35 0.15 0.15

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 3,721 2,037 908 1,055

小　　　　計 3,538 1,917 821 825

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

教育センター事業
市教育センターを設置し、教職員
の調査・研修を行う。

設置部会数 部会 4 2 3 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1,055

対象１単位あたりのコスト（千円） 930 1,019 303 352

R03年度予算

対象（ 設置部会数 4 2 3 3

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 3,721 2,037 908

86.07% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 91.34% （↓） 336.51% （↑）

2 3 3

4 2 1
1 調査研究件数

教育に関する専門的・技術的事項の調
査研究を実施した件数

件
4

2

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため調査・研修等が当初計画どおり実施できなかった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

現在の玉名市の課題・状況・実態を検証し、教育現場に直結する教育問題の研究解明を図った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

玉名市の課題・状況・実態に合った教育に関する専門的・技術的事項の研究部会編成し研究を進める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
教育センター内に不登校対策として、学校との連携のもと、児童生徒や保護者の支援を行い学校復帰
への意欲を高める。今後は、教育センターの将来の在り方について検証を行い、市としての方向性を
検討していく必要がある。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 4 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 玉名中央学校給食センター事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 森田　邦治

事務事業コード 212-6 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （２）社会を生き抜く力を養成する教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 学校給食法、玉名市学校給食センター条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市食育推進計画、玉名市教育振興基本計画、玉名市学校施設長寿命化計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

戦後困難な食糧事情のもと経済的困窮と食料不足から児童・生徒を救済するという事情があったが、貧困児童や虚弱児童だけで
なく全児童・生徒を対象として事業を開始した。また、現在の児童・生徒については、朝食欠食及び孤食の増加、カルシウム不足や
脂肪の過剰摂取の偏った栄養摂取の問題等が指摘されている中で児童・生徒の心身の健全な発達のため安全で美味しく栄養バ
ランスのとれた食事を提供することが重要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

小・中学校の児童・生徒、学校給食

意図
（どのような状態にしたいか）

児童・生徒に安全で栄養バランスのとれた食事を提供し、心身の健全な発達に資する。また、望ましい食事の習慣を
身につけさせ、望ましい人間関係の育成を図り、学校生活を豊かなものとする。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・小学校7校、中学校4校、町小（米飯のみ）の献立作成、食材発注（業
務委託は、食材検収、調理、配送、食器・食缶・コンテナ洗浄、施設清
掃）
・施設維持管理（委託契約、修繕契約、燃料・消耗品発注）
・学校給食運営委員会開催（年2回）
・小学校7校、中学校4校の食育指導

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 調理・配送業務

② 施設管理業務

③ 学校給食運営委員会開催業務

0 0 0 8,300 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 4,228 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 111,519 113,532 146,564 164,508 0

一般財源 111,519 113,532 146,564 151,980

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.55 0.56 0.55 0.55

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 114,762 116,599 149,576 167,531

小　　　　計 3,243 3,067 3,012 3,023

【1】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

■

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

調理・配送業務 学校給食の提供 給食提供回数 回 192 178 182 200

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

41 48 30

学校給食運営委員会開催
業務

運営委員会の開催 開催回数 回 2 2 2 2

施設管理業務
施設維持管理（委託契約、修
繕契約、消耗品発注）

施設整備修繕件数 件 31

167,531

対象１単位あたりのコスト（千円） 598 655 822 838

R03年度予算

対象（ 学校給食提供回数 192 178 182 200

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 114,762 116,599 149,576

98.11% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 91.25% （↓） 79.70% （↓）

88 89 90

88.75 89.75 91.5
1 給食満足度

学校給食評価アンケートの満点に対す
る割合

％
88

3.5 3.5 3.6

3.55 3.59 3.66
2 給食満足度

学校給食評価アンケートによる点数（5
点満点）

点
3.5

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

負担は食材費のみ

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

給食調理配送業務を新たな委託業者が受託して１年が経過。委託料が増加したためコスト増となったものの、知識や経験が
生かされたより良い学校給食が提供され、大きな事故やトラブルもなく完了できた。新型コロナウイルス感染防止強化のため、
調理場内の手洗器５か所を大型シンクタイプの手指洗浄消毒器に取替えた。洗浄室の空調機について、国の３次補正を受け
て設置の運びとなった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

新たな委託業者について、コロナ禍で研修などが行き届かなった点もあり、２年目に期待したい。洗浄室への空調設備設置に
ついては、国の３次補正予算での交付金を受け、令和２年度の繰越明許費により、令和３年度の夏季休業期間中の完成を目
指しており、労働環境の改善が期待される。今後は、調理場内の既存の空調機の更新についても国の交付金を受けて実施で
きるよう努めていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
今後も引き続き、設備管理の計画的・効率的な実施、管理基準を維持するため委託業者に対する管理
指導に努めていく。また、施設の老朽化による大規模修繕などの検討も必要となってきているとともに、
令和４年度の学校給食費の公会計化運用開始に向けて準備を行っていく必要がある。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名） 空調設備更新事業

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

■ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 4 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 岱明学校給食センター事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 田上　靖將

事務事業コード 212-7 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （２）社会を生き抜く力を養成する教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 学校給食法、玉名市学校給食センター条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市食育推進計画、玉名市教育振興基本計画、玉名市学校施設長寿命化計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

戦後困難な食糧事情のもと経済的困窮と食糧不足から児童・生徒を救済するという事情があったが、 貧困児童や虚弱児童だけで
なく全児童・生徒を対象として事業を開始した。 また、現在の児童・生徒については、朝食欠食及び孤食の増加、 カルシウム不足
や脂肪の過剰摂取の偏った栄養摂取の問題等が指摘されている中で児童・生徒の心身の健全な発達のため安全で美味しく栄養
バランスのとれた食事を提供することが重要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

小・中学校の児童・生徒

意図
（どのような状態にしたいか）

児童・生徒に安全で栄養バランスのとれた食事を提供し、心身の健全な発達に資する。また、望ましい食事の習慣を
身につけさせ、望ましい人間関係の育成を図り、学校生活を豊かなものにする。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・小学校4校、中学校1校の献立作成、食材発注、（業務委託＝食材検
収、調理、配送、食器・食缶・コンテナ洗浄、施設清掃）
・施設維持管理 （委託契約、修繕契約、燃料・消耗品発注）
・学校給食運営委員会開催 （年2回）
・小学校4校、 中学校1校の食育指導

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 調理・配送業務

② 施設管理業務

③ 学校給食運営委員会開催業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 53,939 55,149 51,958 57,591 0

一般財源 53,939 55,149 51,958 57,591

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.55 0.56 0.55 0.55

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 57,182 58,216 54,970 60,614

小　　　　計 3,243 3,067 3,012 3,023

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

調理・配送業務 学校給食提供 給食提供回数 回 191 182 182 200

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

17 28 20

学校給食運営委員会開催
業務

運営委員会開催 開催回数 回 2 1 2 2

施設管理業務
施設維持管理（委託契約、修
繕契約、消耗品発注）

施設・設備の修繕件数 件 17

60,614

対象１単位あたりのコスト（千円） 299 320 302 303

R03年度予算

対象（ 学校給食提供回数 191 182 182 200

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 57,182 58,216 54,970

99.66% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 93.60% （↓） 105.91% （↑）

90 90 90

92.36 88.82 89.86
1 給食満足度

学校給食評価アンケートの満点に対す
る割合

％
90

― ― ―

1096 915 741
2

食育指導人数（実績）
【毎年入力】

食育指導を受けた児童・生徒数（成果
目標なし実績）

人
―

＊成果未達成時の理由
給食満足度において、学校からの要望への迅速な対応と健康に配慮された献立内容が微減であるため、この改善が必要である。
今後は目標達成ができるように一層の努力をし安全安心且つおいしい給食の提供を行っていきたい。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

学校給食法第１１条第１項により設置者負担

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

施設の老朽化に対し、例年と比較して修繕件数が増加している。その中でも調理する過程で重要な機器の一つ、真空冷却器
の修繕を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

当センターは平成１６年の開設から児童生徒に安全でバランスのとれた給食を提供し、心身の健全な育成に大きな役割を果
たしてきたが、開設から１７年を経過し老朽化が進み、今後、施設の大規模修繕・設備品の買替の必要性が増してくることが想
定される。施設としてのコストの増加を平準化するために、設備品買替の年次計画を策定し進めていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
今後も引き続き、設備管理の計画的・効率的な実施、管理基準を維持するため委託業者に対する管理
指導に努めていく。令和４年度の学校給食費の公会計化運用開始に向けて準備を行っていく必要があ
る。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

■ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 1 目 4 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 天水学校給食センター事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 本田　清隆

事務事業コード 212-8 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （２）社会を生き抜く力を養成する教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 学校給食法、玉名市学校給食センター条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市食育推進計画、玉名市教育振興基本計画、玉名市学校施設長寿命化計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

戦後困難な食糧事情のもと経済的困窮と食料不足から児童・生徒を救済するという事情があったが、貧困児童や虚弱児童だけで
なく全児童・生徒を対象として事業を開始した。また、現在の児童・生徒については、朝食欠食及び孤食の増加、カルシウム不足や
脂肪の過剰摂取の偏った栄養摂取の問題等が指摘されている中で児童生徒の心身の健全な発達のため安全で美味しく栄養バラ
ンスのとれた食事を提供することが重要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

小・中学校の児童・生徒、学校給食

意図
（どのような状態にしたいか）

児童・生徒に安全で栄養バランスのとれた食事を提供し、心身の健全な発達に資する。また、望ましい食事の習慣を
身につけさせ、望ましい人間関係の育成を図り、学校生活を豊かなものにする。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・小学校2校、中学校1校の献立作成、食材発注　（業務委託＝食材検
収、調理、配送、食器・食缶・コンテナ洗浄、施設清掃）
・施設維持管理（委託契約、修繕契約、燃料・消耗品発注）
・学校給食運営委員会開催（年2回）
・小学校2校、中学校1校の食育指導

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 調理・配送業務

② 施設管理業務

③ 学校給食運営委員会開催業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 33,203 41,394 43,030 42,969 0

一般財源 33,203 41,394 43,030 42,969

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.55 0.56 0.55 0.55

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 36,446 44,461 46,042 45,992

小　　　　計 3,243 3,067 3,012 3,023

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

調理・配送業務 学校給食の提供 給食提供回数 回 198 181 178 200

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

23 27 22

学校給食運営委員会開催
業務

運営委員会の開催 開催回数 回 2 2 2 2

施設管理業務
施設維持管理（委託契約、修
繕契約、消耗品発注）

施設設備修繕件数 件 15

45,992

対象１単位あたりのコスト（千円） 184 246 259 230

R03年度予算

対象（ 学校給食提供回数 198 181 178 200

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 36,446 44,461 46,042

112.48% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 74.93% （↓） 94.97% （↓）

90 90 90

95 93 94
1 給食満足度 学校給食評価アンケートによる満足度 ％

90

－ － －

731 789 780
2

食育指導人数（実績）
【毎年入力】

食育指導を受けた児童・生徒数 人
－

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

学校給食法第11条第1項の規定により設置者負担

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

施設、設備、機器等の経年劣化が目に付いて改修の経費も増加してきているが、施設に関しては、外壁等の一部補修や、給
排水設備の修繕などを行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

学校給食は、児童生徒の学校生活の中で、重要な役割を果たしており、また保護者からの期待も大きいと認識している。今後
とも安全安心で栄養バランスの取れた学校給食の提供に一層努めていかなければならない。一方、施設、設備、機器等は、
老朽化が進み補修工事や修繕、買換え等を行う頻度も益々増加している。今後とも定期的に点検等を行いながら計画的に対
応していかなければならない。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
今後も引き続き、設備管理の計画的・効率的な実施、管理基準を維持するため委託業者に対する管理
指導に努めていく。また、施設の老朽化による大規模修繕などの検討も必要となってきているとともに、
令和４年度の学校給食費の公会計化運用開始に向けて準備を行っていく必要がある。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 2 目 1 25

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 小学校図書整備事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 森木　亮

事務事業コード 212-10 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （２）社会を生き抜く力を養成する教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 学校図書館法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

読書を通して、児童の知的活動を増進させるとともに、読書に親しむ児童を育てることが求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

児童、図書

意図
（どのような状態にしたいか）

学校図書の充実・整備を図り、読書の推進を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
・各学校に配置する図書室補助員により、図書の貸出や返却、整理、
読み聞かせ等を行い、学習意欲に満ちた児童を育成する。
・ふるさと寄附金を活用して学校図書を購入する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 学校図書室補助員配置事業

② 寄附金活用学校図書購入事業

③ 学校図書システム保守業務委託事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 1,360 1,350 1,356 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 17,436 17,511 1,422 66 0

一般財源 16,076 16,161 66 66

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.20 0.02 0.02

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 13,292 13,330

7.40 7.40

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 18,615 18,606 15,962 14,776

小　　　　計 1,179 1,095 14,540 14,710

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

学校図書室補助員配置事
業

図書整備のため図書室補助員を配置し、貸出
しや整理を行う。 補助員配置人数 人 10 10 10 10

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1350 1356 1350

学校図書システム保守業
務委託事業

図書システム保守・データ更新
を行う。

データ更新回数 回 3 3 3 3

寄附金活用学校図書購入
事業

寄附金を活用して図書を購入
する。

購入金額 千円 1360

14,776

対象１単位あたりのコスト（千円） 5 5 5 4

R03年度予算

対象（ 全児童数 3419 3397 3374 3337

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 18,615 18,606 15,962

106.84% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 99.40% （↓） 115.78% （↑）

100 100 100

150.2 140.4 137.8
1 児童１人当たり貸出冊数 貸出し延べ冊数÷全児童数 冊

100

100 100 100

99.9 99.9 99.9
2 図書貸出率 貸出しを受けた児童数÷全児童数 ％

100

＊成果未達成時の理由 不登校等の児童生徒がいるため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

学校図書館の運営業務であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

児童1人当たりの貸出数が減少した理由として、学校が休校となる期間があったことがあげられる。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

休日等における外出自粛も続くと考えられるため、自宅での読書を勧奨する事で貸出数を増加させることができると考える。
学校図書館の運営業務であるため、現状のまま継続が妥当である。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
学校図書は、児童生徒の知的活動を増進し、人間形成や情操を養う上で学校教育上重要な役割を
担っている。文部科学省が策定した「学校図書館図書標準」に沿い、学校図書館図書の整備を図って
いく。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】
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【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 2 目 1 26

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 小学校評議員事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 森木　亮

事務事業コード 213-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

□ 該当施策区分 （３）地域とともにある学校づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 市学校運営協議会規則、市学校評議員の設置に関する規程 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

学校が保護者や地域住民の意向を把握、反映しその協力を得るとともに、地域住民の信頼に応え、学校としての説
明責任を果たす必要があるため。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

小学校

意図
（どのような状態にしたいか）

学校・家庭・地域の連携や協力を図り、地域に信頼される開かれた学校づくりに努める。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

保護者や地域住民が一定の権限と責任をもって学校運営に参画する
ことにより、よりよい教育の実現に取り組む。
また、学校・家庭・地域の連携及び協力を推進する立場から、校長の学
校運営に関する権限と責任を前提として、校長の求めに応じ、学校運
営に関する意見を述べる。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 学校運営協議会業務

② 学校評議員業務

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 990 975 915 1,350 0

一般財源 990 975 915 1,350

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.06 0.04 0.14 0.14

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 1,344 1,194 1,682 2,120

小　　　　計 354 219 767 770

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

学校運営協議会業務
学校運営協議会を設置し学校運営
に関して協議する。

学校運営協議会設置
校数

校 3 3 3 15

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

13 12 —学校評議員業務
学校評議員を委嘱し学校運営に関
する意見をいただく。

学校評議員設置校数 校 13

2,120

対象１単位あたりのコスト（千円） 15 14 21 26

R03年度予算

対象（ 学校評議員及び小学校運営協議会人数 87 85 82 82

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 1,344 1,194 1,682

79.34% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 109.98% （↑） 68.48% （↓）

41 40 103

43 41 40
1 学校運営協議会運営委員数 学校運営協議会における運営委員数 人

28

44 41 —

44 44 41
2 学校評議員数 学校評議員会における委員数 人

44

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

委員として委嘱するため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

更なる学校の活性化のため、全学校が学校運営協議会へ移行する。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和３年度より、全学校が学校運営協議会へ移行するため、学校の活性化が期待される

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
各学校取り組まれており、適切に評価されている。校長は、学校の課題や学校運営の在り方について
学校評議員の意見を聞き、学校の活性化を図る必要がある。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 2 目 2 18

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 小学校就学援助事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 濱邊　由紀

事務事業コード 216-9 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （６）教育環境の整備

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 学校教育法、玉名市就学援助規則、要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱、熊本県被災児童生徒就学支援等補助金交付要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

長引く日本経済の低迷やひとり親世帯の増加により、経済的理由により就学困難となる児童が年々増えている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

経済的理由で就学困難と認められる児童及びその保護者

意図
（どのような状態にしたいか）

経済的理由で就学困難と認められる生徒の保護者に対して就学に必要な援助を行い、生徒及びその保護者が安心
して義務教育を受けられる状態に整える。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

就学に必要な次の費用を援助する。
・学用品費・新入学児童学用品費等
・学校給食費・PTA会費
教育委員会が必要と認める費用
・クラブ活動費・修学旅行費・校外活動費

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 要保護・準要保護児童就学援助事業

② 特別支援教育就学奨励事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 1,125 895 1,231 1,612 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 39,462 35,858 35,969 40,637 0

一般財源 38,337 34,963 34,738 39,025

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.25 0.25 0.27 0.27

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 40,936 37,227 37,448 42,121

小　　　　計 1,474 1,369 1,479 1,484

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

要保護・準要保護児童就
学援助事業

就学に必要な学用品費、給食
費等を援助する。

申請受付数 件 520 525 454 454

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

66 115 78
特別支援教育就学奨励事
業

就学に必要な学用品、給食費
等を援助する。

申請受付数 件 66

42,121

対象１単位あたりのコスト（千円） 81 74 79 95

R03年度予算

対象（ 認定者数 505 505 474 445

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 40,936 37,227 37,448

83.47% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 109.96% （↑） 93.31% （↓）

100 100 100

100 100 100
1 要保護・準要保護児童就学援助児童数 認定者のうち支給した割合 ％

100

100 100 100

100 100 100
2 特別支援教育就学奨励児童数 認定者のうち支給した割合 ％

100

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

適正に認定し、支給した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

現状のまま適正に運用する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
経済的理由によって、就学困難と認められる児童生徒の保護者に対して、引き続き必要な援助を行っ
ていく。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

■ □ ：

□

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 2 目 2 25

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 小学校特色ある学校づくり事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 松本　あけみ

事務事業コード 212-11 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （２）社会を生き抜く力を養成する教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

全国的な児童の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証する。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

小学校児童

意図
（どのような状態にしたいか）

小・中学校が連携を図り一貫教育の実践を通じて児童生徒緒教育の充実を図り、確かな学力を養成する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・全国的な児童の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と
課題を検証し、その改善を図る。
・研究指定校に補助金を交付し教育の振興を図る。
・芸術鑑賞会を実施し、豊かな創造性を学ぶ。
・環境問題を学習する小学5年生のバス輸送費の一部補助を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 全国学力・学習状況調査事業

② 特色ある学校づくり事業

③ いきいき芸術体験事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,665 1,302 0 1,532 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 1,691 1,702 0 1,532 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 7,968 5,312 635 3,845 0

一般財源 4,612 2,308 635 781

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.69 0.51 0.34 0.34

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 3,337 1,647

28.12 28.12

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 12,036 8,105 57,331 61,195

小　　　　計 4,068 2,793 56,696 57,350

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

全国学力・学習状況調査
事業

全国一斉に学力テストを行う。 テスト実施回数 回 1 1 0 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

2 2 2

いきいき芸術体験事業 伝統芸能・文化を体験する 体験実施校 校 2 2 1 2

特色ある学校づくり事業 研究指定校を指定する。 研究指定校数 校 3

61,195

対象１単位あたりのコスト（千円） 39 22 169 166

R03年度予算

対象（ 支援が必要な児童数 305 361 340 368

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 12,036 8,105 57,331

101.40% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 175.77% （↑） 13.31% （↓）

63.8 － 71

70 70 ー
1

全国学力・学習状況調査平均正答率（国
語）

玉名市の平均正答率（目標の欄は全国
平均値）

％
70.7

66.6 ー 68

63 67 ー
2

全国学力・学習状況調査平均正答率（算
数）

玉名市の平均正答率（目標の欄は全国
平均値）

％
63.5

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため未実施。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

教育振興に資するため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナ感染症感染拡大防止のため全国一斉学力テスト等実施困難であった。
支援を要する児童が増えているため、特別支援教育支援員を増員して配置し、支援体制が整った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

全国一斉学力テストは実施することができなかったが、全国学力・状況調査では近年全国平均を上回る傾向にあり、概ね目標
達成している。今後は更なる正答率向上に向けて指導にあたる。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
本事業により学力向上や芸術鑑賞会による豊かな創造性の学びなど一定の成果を収めることができ
た。今後とも、様々な視点での多様な取り組みを検討していきたい。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

■ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 2 目 2 26

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 ３５人学級編制事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 松本　あけみ

事務事業コード 212-12 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （２）社会を生き抜く力を養成する教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市立小学校臨時教員の給与等に関する条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

家庭教育や地域社会における教育力の低下等により、子どもたちの生活面や学習面等での様々な問題が指摘され
ており、義務教育の基盤となる小学校時においてそれらの基盤づくりを図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

小学校３～６学年

意図
（どのような状態にしたいか）

学校が児童一人一人の状況を的確に把握し、個に応じたきめ細かな指導を行うことで、基本的な生活習慣や基礎学
力の向上により一層の定着を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H27 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

現在、国の法律及び県の基準に基づき小学校１学年及び２学年におい
て３５人学級編制を行っている。本市では、よりきめ細かな教育を充実
させるため、小学校３～６学年についても３５人学級編制を行う。
【編制計画】
平成２７年度　小学校３～４学年
平成２８年度　小学校３～５学年
平成２９年度～　小学校３～６学年

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① ３５人学級臨時教員配置事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 14,501 19,505 14,459 0 0

一般財源 14,501 19,505 14,459 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.35 0.35 0.27 0.27

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 14,501 19,457

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 16,565 21,422 15,938 1,484

小　　　　計 2,064 1,917 1,479 1,484

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

■

■

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

□ ■ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

３５人学級臨時教員配置事
業

臨時教員を配置することで、３５人
学級編成を行う。

臨時教員配置数 人 3 5 3 　　—

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1,484

対象１単位あたりのコスト（千円） 64 57 82 0

R03年度予算

対象（ 35人学級人数 260 379 194 0

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 16,565 21,422 15,938

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 112.72% （↑） 68.80% （↓）

5 3 －

3 5 3
1 ３５人学級編制数 ３５人学級に編成されたクラス数 クラス

3

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業である

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

35人学級編制により児童にとってきめ細かな教育体制が整うが、人材確保が厳しい点など課題が生じている。
安定した少人数学級の運営を図るため国の基準に沿った学級編制を実施する。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

人材確保が難しい等の課題が生じているため、独自の３５人学級編制事業を国の少人数化の計画に併せて、国・県の基準に
沿った３５人学級編制を実施する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

国において、新型コロナウイルス感染症対策の一環として、少人数学級の段階的な導入の方針を決定し、現行の上限人数１クラス40人
（小学１年のみ35人、熊本県は小学２年も35人）を令和３年度から５年間かけて全学年で１クラス35人とすることが示された。そのことによ
り、令和３年度は小学２年が対象となり、それ以降は毎年低学年から順に１学年ずつ35人学級に移行することとなる。一方、本市では、学
校教育の充実を図ることを目的に、国の少人数化に先行してこれまで市独自で小学校全学年を対象に35人学級編制を行ってきたが、人
材確保が難しい点などの課題も生じてきており、今後は安定した少人数学級の運営を図るために、国の少人数化の計画に併せて、国・県

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

□

■ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 2 目 3 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 小学校施設改修事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 荒木　俊太郎

事務事業コード 216-10 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （６）教育環境の整備

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画、玉名市公共施設長期整備計画、玉名市学校施設長寿命化計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

校舎及び体育館劣化調査や各施設の安全性を確保するため、改修・建築工事を行う必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

先生、児童、施設利用者、学校施設

意図
（どのような状態にしたいか）

改修工事を行い、児童への安全性の確保に努めると共に、学校施設の耐用年数を延期させる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
・築山小学校の仮設プレハブ校舎借上　（平成27年10月～未定） ⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 築山小学校改修事業

②

③

0 0 0 5,100 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 58,597 3,468 3,499 11,461 0

一般財源 58,597 3,468 3,499 6,361

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.09 0.05 0.25

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 59,776 3,961 3,773 12,835

小　　　　計 1,179 493 274 1,374

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

築山小学校改修事業
教室数不足によりプレハブ校
舎の借上げを行う。

借上げ棟数 棟 1 1 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

12,835

対象１単位あたりのコスト（千円） 16 1 1 4

R03年度予算

対象（ 児童・教職員 3687 3664 3651 3600

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 59,776 3,961 3,773

28.99% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 1499.70% （↑） 104.61% （↑）

100 100 100

100 100 100
1 年度計画別進捗率 実施学校数/年度計画学校数 ％

100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

仮設プレハブに関しては、教室数不足の解消もしくは校舎改築を行うまで継続する。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

玉名市学校施設長寿命化計画に沿って改修計画及び見直しを行い、学校施設の保全を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
学校施設長寿命化計画を踏まえ、適切な施設管理に努める必要がある。また、必要な修繕は積極的
に行い、ライフコストの最小化に努める。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 3 目 1 10

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 中学校評議員事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 松本　あけみ

事務事業コード 213-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

□ 該当施策区分 （３）地域とともにある学校づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 市学校運営協議会規則、市学校評議員の設置に関する規程 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

学校が保護者や地域住民の意向を把握、反映しその協力を得るとともに、地域住民の信頼に応え、学校としての説
明責任を果たす必要があるため。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

中学校

意図
（どのような状態にしたいか）

学校・家庭・地域の連携や協力を図り、地域に信頼される開かれた学校づくりに努める。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

保護者や地域住民が一定の権限と責任をもって学校運営に参画する
ことにより、よりよい教育の実現に取り組む。
また、学校・家庭・地域の連携及び協力を推進する立場から、校長の学
校運営に関する権限と責任を前提として、校長の求めに応じ、学校運
営に関する意見を述べる。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 学校運営協議会業務

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 990 990 990 1,350 0

一般財源 990 990 990 1,350

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.05 0.02 0.12 0.12

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 1,285 1,100 1,647 2,010

小　　　　計 295 110 657 660

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

学校運営協議会業務
学校運営協議会を設置し学校運営
に関して協議する。

学校運営協議会設置
校数

校 6 6 6 6

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

2,010

対象１単位あたりのコスト（千円） 15 13 20 26

R03年度予算

対象（ 中学校運営協議会の人数 83 82 82 76

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 1,285 1,100 1,647

75.94% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 115.41% （↑） 66.79% （↓）

82 82 76

83 82 82
1 学校運営協議会運営委員数 学校運営協議会における運営委員数 人

83

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

委員として委嘱するため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

学校の活性化が図られた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

委員と学校の連携により、更に活性化につなげていく必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
各学校取り組まれており、適切に評価されている。校長は、学校の課題や学校運営の在り方について
学校評議員の意見を聞き、学校の活性化を図る必要がある。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 3 目 1 11

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 中学校図書整備事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 森木　亮

事務事業コード 212-13 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （２）社会を生き抜く力を養成する教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 学校図書館法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

読書を通して、生徒の知的活動を増進させるとともに、読書に親しむ生徒を育てることが求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

中学校生徒

意図
（どのような状態にしたいか）

学校図書の充実・整備を図り、読書の推進を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
・各学校に配置する図書室補助員により、図書の貸出や返却、整理、
読み聞かせ等を行い、学習意欲に満ちた生徒を育成する。
・ふるさと寄附金を活用して学校図書を購入する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 学校図書室補助員配置事業

② 寄附金活用学校図書購入事業

③ 学校図書システム保守業務委託事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 640 640 640 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 9,323 9,104 667 27 0

一般財源 8,683 8,464 27 27

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.17 0.04 0.04

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 8,160 7,767

4.44 4.44

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 10,502 10,035 9,544 9,007

小　　　　計 1,179 931 8,877 8,980

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

学校図書室補助員配置事
業

図書整備のため図書室補助員を
配置し、貸出しや整理を行う

補助員配置人数 人 6 6 6 6

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

640 640 640

学校図書システム保守業
務委託事業

図書システム保守・データ更新
を行う。

データ更新回数 回 3 3 3 3

寄附金活用学校図書購入
事業

寄附金を活用して図書を購入
する。

購入金額 千円 640

9,007

対象１単位あたりのコスト（千円） 7 6 6 6

R03年度予算

対象（ 全生徒数 1605 1600 1602 1587

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 10,502 10,035 9,544

104.97% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 104.33% （↑） 105.28% （↑）

25 25 25

29.6 29.7 26.1
1 生徒１人当たり貸出冊数 貸出し延べ冊数÷全生徒数 冊

25

100 100 99.3

99.2 99.5 99.3
2 図書貸出率 貸出しを受けた生徒数÷全生徒数 ％

100

＊成果未達成時の理由 図書の貸出をしていない不登校等の生徒がいるため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

学校図書館の運営業務のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

生徒1人当たりの貸出数が減少した理由として、学校が休校となる期間があったことがあげられる。休日等における外出自粛
も続くと考えられるため、自宅での読書を勧奨する事で貸出数を増加させることができると考える。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

学校図書館の運営業務のため、現状のまま継続が妥当である。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
学校図書は、児童生徒の知的活動を増進し、人間形成や情操を養う上で学校教育上重要な役割を
担っている。文部科学省が策定した「学校図書館図書標準」に沿い、学校図書館図書の整備を図って
いく。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

□

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 3 目 2 8

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 適応指導員活用事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 松本　あけみ

事務事業コード 212-14 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （２）社会を生き抜く力を養成する教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

中学校におけるいじめや不登校、問題行動等は、学校や家庭だけでなく、深刻な社会問題となっている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

特に不登校の問題を抱える生徒及び保護者

意図
（どのような状態にしたいか）

本人の状況に即した学習や教育相談を行い、ゆるやかな学校復帰の手助けをすると同時に、原因者側についても改
善・指導を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
6中学校にそれぞれ適応指導教室指導員を1名ずつ配置し、生徒が心
にゆとりを持って学校生活を送れるように、学校内の別室での個別授
業や生徒の様子・観察を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 適応指導教室指導員活用事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 4,744 4,357 0 0 0

一般財源 4,744 4,357 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.10 0.02 0.02

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 4,744 4,357

2.52 2.52

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 5,334 4,905 5,024 5,082

小　　　　計 590 548 5,024 5,082

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

■

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

適応指導教室指導員活用
事業

適応指導教室指導員を配置
し、不登校を解消する。

適応指導教室指導員
数

人 6 6 5 6

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

5,082

対象１単位あたりのコスト（千円） 3 3 3 3

R03年度予算

対象（ 中学校生徒数 1605 1600 1602 1587

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 5,334 4,905 5,024

97.93% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 108.41% （↑） 97.75% （↓）

100 100 100

100 100 100
1 相談件数と対応件数 相談件数に対する対応件数 ％

100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

不登校生徒への学習や生活においてサポートを受ける場となり、学校生活が送れるようになっている。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

適応指導教室指導員のスキルアップに努め更なる個に応じたきめ細かな学習指導や生活をサポートする。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
不登校の児童・生徒が学校への適応を図るための支援は重要な課題であり、引き続き取り組んでい
く。さらには、今まで以上に関係機関との連携を図っていく必要がある。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 3 目 2 9

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 中学校就学援助事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 大久保　綾華

事務事業コード 216-14 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （６）教育環境の整備

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 学校教育法、玉名市就学援助規則、要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

長引く日本経済の低迷やひとり親世帯の増加により、経済的理由で就学困難となる生徒が年々増えている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

経済的理由で就学困難と認められる生徒及び保護者

意図
（どのような状態にしたいか）

経済的理由で就学困難と認められる生徒の保護者に対して就学に必要な援助を行い、生徒及びその保護者が安心
して義務教育を受けられる状態に整える。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

就学に必要な次の費用を援助する。
・学用品費 ・新入学生徒学用品費等
・学校給食費 ・PTA会費・生徒会費
教育委員会が必要と認める費用
・クラブ活動費 ・修学旅行費・校外活動費

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 要保護・準要保護生徒就学援助事業

② 特別支援教育就学奨励事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 590 818 704 1,279 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 37,439 34,587 33,331 43,964 0

一般財源 36,849 33,769 32,627 42,685

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.20 0.27 0.27

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 38,618 35,682 34,810 45,448

小　　　　計 1,179 1,095 1,479 1,484

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

要保護・準要保護生徒就
学援助事業

就学に必要な学用品等、給食
費等を援助する。

申請受付数 件 287 290 273 274

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

30 75 78
特別支援教育就学奨励事
業

就学に必要な学用品費、給食
費等を援助する。

申請受付数 件 27

45,448

対象１単位あたりのコスト（千円） 137 125 138 166

R03年度予算

対象（ 認定者数 282 285 253 273

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 38,618 35,682 34,810

82.65% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 109.38% （↑） 91.00% （↓）

100 100 100

100 100 100
1 要保護・準要保護生徒就学援助生徒数 認定者数のうち支給した割合 ％

100

100 100 100

100 100 100
2 特別支援学級就学奨励生徒数 認定者のうち支給した割合 ％

100

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

適正に認定し、支給した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

継続して適正に実施していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
経済的理由によって、就学困難と認められる児童生徒の保護者に対して、引き続き必要な援助を行っ
ていく。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

■ □ ：

□

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 3 目 2 11

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 中学校特色ある学校づくり事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 松本　あけみ

事務事業コード 212-15 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （２）社会を生き抜く力を養成する教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

全国的な児童の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証する。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

中学校生徒

意図
（どのような状態にしたいか）

生徒の学力向上及び健全な心身の育成を図るため、学校及び地域の実態に即して実践的に研究を推進し、教育振
興に資する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
・全国的な生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と
課題を検証し、その改善を図る。
・研究指定校に補助金を交付し教育の振興を図る。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 全国学力・学習状況調査事業

② 特色ある学校づくり事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 300 600 300 600 0

一般財源 300 600 300 600

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.55 0.47 0.26 0.26

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

8.88 8.88

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 3,543 3,174 19,040 19,549

小　　　　計 3,243 2,574 18,740 18,949

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

全国学力・学習状況調査
事業

全国一斉に学力テストを行う。 テスト実施回数 回 1 1 ー 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

2 1 2特色ある学校づくり事業 研究指定校を指定する。 研究指定校数 校 1

19,549

対象１単位あたりのコスト（千円） 29 20 121 158

R03年度予算

対象（ 支援が必要な生徒数 121 158 158 124

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 3,543 3,174 19,040

76.44% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 145.76% （↑） 16.67% （↓）

72.8 ー 70

72 69 ー
1

全国学力・学習状況調査平均正答率（国
語）

玉名市の平均正答率（目標の欄は全国
平均値）

％
76.1

59.8 ー 55

61 53 ー
2

全国学力・学習状況調査平均正答率（数
学）

玉名市の平均正答率（目標の欄は全国
平均値）

％
66.1

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため未実施。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

教育振興に資するため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

全国学力・状況調査が新型コロナ感染症感染拡大防止のため実施できなかった。
令和2年度からの2年間は玉陵中学校を指定校とし研究を推進していくことになっているが、令和2年度はコロナウイルス感染
症の影響により実施できなかった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

全国学力・学習状況調査では近年全国平均を下回っている。今後も更に正答率向上に向けた指導に努める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 現状分析を行い指導力の向上を図っていく必要がある。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

□

■ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 3 目 3 8

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 中学校施設改修事業
所管課 教育総務課

作成者（担当者） 荒木　俊太郎

事務事業コード 216-15 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）学校教育の充実

■ 該当施策区分 （６）教育環境の整備

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画、玉名市公共施設長期整備計画、玉名市学校施設長寿命化計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

校舎及び体育館劣化調査や各施設の安全性を確保するため、改修・建築工事を行う必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

先生、生徒、施設利用者、学校施設

意図
（どのような状態にしたいか）

改修工事を行い、生徒への安全性の確保に努めると共に、学校施設の耐用年数を延期させる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

令和2年度
　玉名中学校
　・第1期解体工事
　・体育館建設工事、体育館電気設備工事、体育館機械設備工事（令和2年度～令和3年度予
定）
　・技術棟解体に伴う仮設校舎借上（令和2年度～令和3年度予定）
　岱明中学校耐力度調査業務委託
　有明中学校空調設備工事

令和3年度予定
　玉名中学校
　・体育館建設工事、体育館電気設備工事、体育館機械設備工事（令和2年度～令和3年度）
　・第2期解体工事

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 玉名中学校屋内運動場等施設整備事業

② 岱明中学校校舎建築等事業

③ 有明中学校空調設備事業

0 15,300 207,900 391,600 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 7,827 18,262 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 28,975 285,380 563,249 0

一般財源 0 13,675 69,653 153,387

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.10 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 0 29,523 286,475 564,348

小　　　　計 0 548 1,095 1,099

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

玉名中学校屋内運動場等
施設整備事業

屋内運動場及び技術棟の改築
を行う。

改築棟数 棟 *** *** 0 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

*** 0 0

有明中学校空調設備事業 空調設備の更新を行う 改修棟数 棟 *** *** 1 ***

岱明中学校校舎建築等事
業

校舎等の改築を行う 改築棟数 棟 ***

564,348

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 17 164 326

R03年度予算

対象（ 生徒・教職員 1744 1736 1747 1729

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 0 29,523 286,475

50.24% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 10.37% （↓）

100 100 100

100 100 100
1 年度計画別進捗率 実施学校数／年度計画学校数 ％

100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

おおむね計画通りに進めることができた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

岱明中学校校舎等改築工事設計業務委託の計画に着手するにあたり、事業費を抑え、今後の維持管理に有効な施設計画を
行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
学校施設長寿命化計画を踏まえ、適切な施設管理に努める必要がある。また、必要な修繕は積極的
に行い、ライフコストの最小化に努める。

評価責任者

小山　聡

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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